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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第50期 

第３四半期 
連結累計期間 

第51期 
第３四半期 
連結累計期間 

第50期 

会計期間 自 2018年４月１日 
至 2018年12月31日 

自 2019年４月１日 
至 2019年12月31日 

自 2018年４月１日 
至 2019年３月31日 

売上高 （百万円） 58,371 62,265 104,606 

経常利益 （百万円） 2,307 2,000 5,050 

親会社株主に帰属する 
四半期（当期）純利益 （百万円） 2,244 1,679 4,562 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 2,062 1,516 4,302 

純資産額 （百万円） 27,581 30,851 29,839 

総資産額 （百万円） 129,393 150,468 128,183 

１株当たり四半期（当期） 
純利益 （円） 66.21 49.61 134.55 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

（円） － － － 

自己資本比率 （％） 21.32 20.46 23.27 

 

回次
第50期

第３四半期
連結会計期間

第51期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

 
１株当たり四半期純利益又は 
１株当たり四半期純損失（△） 

（円） 11.50 △7.92

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には消費税及び地方消費税は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

（１）財政状態及び経営成績の状況

当社は、「社会的価値創出への挑戦」「事業創造・革新への挑戦」「株主価値の向上」を主要テーマに掲げた「中

期経営計画2021」の基本方針に則り、各事業への取り組みを推進してまいりました。

この結果、当第３四半期連結累計期間の財政状態及び経営成績は以下のとおりであります。

 

①経営成績

当第３四半期連結累計期間の経営成績は、前年同期と比較して、レジデンシャル事業において減収減益となった

一方で、ソリューション事業、宿泊事業及び工事事業において増収増益となったこと等により、売上高622億65百

万円（前年同期比6.7％増）、営業利益23億61百万円（同2.2％減）、経常利益20億円（同13.3％減）、親会社株主

に帰属する四半期純利益16億79百万円（同25.2％減）を計上いたしました。 

当連結会計年度における新築マンション及び新築一戸建の引渡計画に対する契約進捗率は、2019年12月31日現在

各々77.5％、73.5％であり、投資用不動産の販売も順調に進捗していること等から、業績は概ね計画通りに推移し

ております。 

なお、不動産販売事業におきましては、顧客への引渡時に売上高を計上しておりますが、当社グループの売上高

の季節要因として、2020年３月期における新築マンション及び投資用不動産の引渡時期が、第４四半期連結会計期

間に集中するため、当第３四半期連結累計期間の売上高は相対的に小さくなっております。 

 

                                           （単位：百万円） 

  前第３四半期 当第３四半期 前年同期比 増減率（％）

売上高 58,371 62,265 3,893 6.7 

売上総利益 11,648 11,373 △275 △2.4 

販売費及び一般管理費 9,233 9,011 △221 △2.4 

営業利益 2,415 2,361 △54 △2.2 

経常利益 2,307 2,000 △307 △13.3 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,244 1,679 △565 △25.2 

 

報告セグメントの業績は以下のとおりであります。 

なお、各セグメントの売上高はセグメント間の内部売上高又は振替高を含んでおり、セグメント損益は営業損益

ベースの数値であります。 

 

ａ．レジデンシャル事業 

レジデンシャル事業におきましては、リノベーションマンションの引渡戸数が増加した一方で、新築マンシ

ョン及び新築一戸建の引渡戸数が減少したこと等により、売上高151億30百万円（前年同期比39.8％減）、セ

グメント損失９億12百万円（前年同期はセグメント利益８億86百万円）を計上いたしました。 

 

＜レジデンシャル事業の業績＞                                （単位：百万円）

  前第３四半期 当第３四半期 前年同期比 増減率（％）

売上高 25,139 15,130 △10,008 △39.8 

セグメント利益又はセグメント損失（△） 886 △912 △1,798 ―
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＜売上高の内訳＞                                      （単位：百万円） 

 
前第３四半期 当第３四半期 前年同期比

販売数量 売上高 販売数量 売上高 販売数量 売上高

新築マンション（戸） 298 14,783 62 2,592 △236 △12,190

新築一戸建（区画） 64 4,141 38 3,177 △26 △963

リノベーションマンション等 ― 5,639 ― 8,867 ― 3,227

（うちリノベーションマンション）（戸） (123) (5,172) (206) (8,238) （83) (3,065)

不動産仲介その他 ― 575 ― 493 ― △82

合計 ― 25,139 ― 15,130 ― △10,008

※新築マンションにはタウンハウス、新築一戸建には宅地分譲を含んでおります。 

※共同事業物件における戸数及び区画数については、事業比率に基づき計算しております。 

 

＜売上総利益率＞ 

  前第３四半期（％） 当第３四半期（％） 前年同期比

新築マンション 19.5 16.1 △3.4 

新築一戸建 9.4 12.4 3.0

リノベーションマンション 13.9 14.5 0.6

※売上総利益率の算出に際し、たな卸資産評価損は含めておりません。 

 

＜完成在庫＞                                     （2019年12月31日現在） 

  前第３四半期 当第３四半期 前年同期比

新築マンション

(戸)

完成在庫 53 47 △6

(うち未契約完成在庫) (47) (45) (△2)

新築一戸建

(区画)

完成在庫 47 49 2

(うち未契約完成在庫) (31) (38) (7)

 

＜販売状況＞                                     （2019年12月31日現在） 

    引渡予定 契約済 契約進捗率（％）

通期

新築マンション（戸） 346 268 77.5 

新築一戸建（区画） 68 50 73.5 

リノベーションマンション（戸） 306 231 75.5 

 

ｂ．ソリューション事業 

ソリューション事業におきましては、不動産賃貸管理等の転貸戸数が増加したことや、一棟投資用不動産の

引渡棟数が増加したこと等により、売上高334億79百万円（前年同期比38.0％増）、セグメント利益42億55百

万円（同39.4％増）を計上いたしました。 

 

＜ソリューション事業の業績＞                                （単位：百万円） 

  前第３四半期 当第３四半期 前年同期比 増減率（％）

売上高 24,264 33,479 9,215 38.0

セグメント利益 3,053 4,255 1,202 39.4
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＜売上高の内訳＞                                      （単位：百万円） 

 

前第３四半期 当第３四半期 前年同期比

転貸／
販売数量

売上高 転貸／
販売数量

売上高 転貸／
販売数量

売上高

投資用不動産等 ― 12,607 ― 21,042 ― 8,435

（うち一棟物件）（棟） (7) (6,508) (14) (14,084) (7) (7,575)

不動産賃貸管理等（戸） 9,729 11,235 10,459 11,560 730 325

不動産仲介その他 ― 421 ― 876 ― 454

合計 ― 24,264 ― 33,479 ― 9,215

※投資用不動産等には、賃料収入及び土地売却を含んでおります。

 

＜売上総利益率＞ 

  前第３四半期（％） 当第３四半期（％） 前年同期比

投資用不動産等 22.9 14.4 △8.5

※投資用不動産等のうち、一棟物件の売上総利益率となります。 

※売上総利益率の算出に際し、たな卸資産評価損は含めておりません。 

 

＜販売状況＞                                     （2019年12月31日現在） 

  通期売上高予想 契約済売上高 契約進捗率(％)

投資用不動産等（百万円） 20,300 18,148 89.4

※投資用不動産等のうち、一棟物件の販売状況となります。 

 

ｃ．宿泊事業 

宿泊事業におきましては、アパートメントホテルにおいて開発物件の売却があったことや、運営物件の稼働

施設数が増加したこと等により、売上高51億81百万円（前年同期比310.1％増）、セグメント利益２億75百万

円（前年同期はセグメント損失４億65百万円）を計上いたしました。 

 

＜宿泊事業の業績＞                                     （単位：百万円） 

  前第３四半期 当第３四半期 前年同期比 増減率（％）

売上高 1,263 5,181 3,918 310.1

セグメント利益又はセグメント損失（△） △465 275 741 ―

 

ｄ．工事事業 

工事事業におきましては、建設工事の受注が増加したこと等により、売上高89億６百万円（前年同期比

22.6％増）、セグメント利益１億55百万円（同739.9％増）を計上いたしました。 

 

＜工事事業の業績＞                                     （単位：百万円）

  前第３四半期 当第３四半期 前年同期比 増減率（％）

売上高 7,266 8,906 1,639 22.6

セグメント利益 18 155 136 739.9
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②財政状態 

（資産） 

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は1,504億68百万円となり、前連結会計年度末比222億84百万円増加いた

しました。これは主に、事業用地及び投資用不動産の取得が順調に進んだことにより、販売用不動産及び仕掛販売

用不動産が増加したことによるものです。 

 

（負債） 

当第３四半期連結会計期間末の負債合計は1,196億17百万円となり、前連結会計年度末比212億73百万円増加いた

しました。これは主に、短期借入金及び長期借入金が増加したことによるものです。 

 

（純資産） 

当第３四半期連結会計期間末の純資産合計は308億51百万円となり、前連結会計年度末比10億11百万円増加いた

しました。これは主に、前連結会計年度及び当連結会計年度に係る剰余金の配当を行った一方で、親会社株主に帰

属する四半期純利益を計上したことによるものです。 

また、当第３四半期連結会計期間末の自己資本比率は、20.46％となりました。 

 

      （単位：百万円）

  前連結会計年度 当第３四半期 前連結会計年度末比

総資産 128,183 150,468 22,284 

総負債 98,344 119,617 21,273

純資産 29,839 30,851 1,011

自己資本比率（％） 23.27 20.46 △2.81 

 

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

（３）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 505,000,000

計 505,000,000

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（2019年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（2020年２月13日） 

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名 
内容 

普通株式 33,911,219 33,911,219 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 
100株 

計 33,911,219 33,911,219 ― ― 

 
（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年10月１日～
2019年12月31日 ― 33,911,219 ― 5,000 ― 154

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（６）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2019年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

      (2019年12月31日現在) 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式   － － － 

議決権制限株式（自己株式等）   － － － 

議決権制限株式（その他）   － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

－ － 
普通株式 45,400 

完全議決権株式（その他） 普通株式 33,838,200 338,382 （注） 

単元未満株式 普通株式 27,619 － － 

発行済株式総数   33,911,219 － － 

総株主の議決権   － 338,382 － 

（注）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,500株（議決権15個）含ま

れております。

 

②【自己株式等】

        (2019年12月31日現在) 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
 
自己名義所有 
株式数（株） 

 
他人名義所有 
株式数（株） 

 
所有株式数の 
合計（株） 

 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社コスモスイニシア 
東京都港区芝五丁目 
34番６号 

45,400 － 45,400 0.13 

計 － 45,400 － 45,400 0.13 

（注）自己株式は、2019年６月24日に実施した自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による自己株式の買付により

233,300株増加しており、2019年７月８日に実施した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分により192,719

株減少しております。

なお、当第３四半期会計期間末日現在の自己株式数は、45,547株であります。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自 2019年10月１日 至 

2019年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2019年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 20,279 16,832 

受取手形及び売掛金 2,487 1,611 

販売用不動産 55,788 64,667 

仕掛販売用不動産 35,934 53,557 

その他のたな卸資産 322 705 

その他 3,054 3,186 

貸倒引当金 △8 △8 

流動資産合計 117,858 140,554 

固定資産    

有形固定資産 412 500 

無形固定資産 221 232 

投資その他の資産    

投資有価証券 1,126 985 

長期貸付金 120 120 

繰延税金資産 2,219 2,171 

その他 6,254 5,923 

貸倒引当金 △28 △18 

投資その他の資産合計 9,692 9,181 

固定資産合計 10,325 9,914 

資産合計 128,183 150,468 
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    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(2019年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(2019年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,148 3,807 

短期借入金 31,882 36,368 

1年内返済予定の長期借入金 5,648 17,997 

債権流動化債務 2,900 2,600 

未払法人税等 898 14 

賞与引当金 734 359 

役員賞与引当金 45 56 

不動産特定共同事業出資受入金 3,689 5,799 

その他 7,616 8,001 

流動負債合計 58,562 75,003 

固定負債    

長期借入金 30,695 36,075 

不動産特定共同事業出資受入金 4,480 3,820 

その他 4,606 4,718 

固定負債合計 39,781 44,613 

負債合計 98,344 119,617 

純資産の部    

株主資本    

資本金 5,000 5,000 

資本剰余金 5,724 5,724 

利益剰余金 20,770 21,907 

自己株式 △2 △22 

株主資本合計 31,492 32,610 

その他の包括利益累計額    

為替換算調整勘定 △1,670 △1,829 

その他の包括利益累計額合計 △1,670 △1,829 

非支配株主持分 17 70 

純資産合計 29,839 30,851 

負債純資産合計 128,183 150,468 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

売上高 ※１ 58,371 ※１ 62,265 

売上原価 46,722 50,892 

売上総利益 11,648 11,373 

販売費及び一般管理費 9,233 9,011 

営業利益 2,415 2,361 

営業外収益    

持分法による投資利益 16 21 

海外不動産投資利益 239 75 

その他 67 80 

営業外収益合計 323 177 

営業外費用    

支払利息 261 333 

資金調達費用 160 204 

その他 8 1 

営業外費用合計 430 538 

経常利益 2,307 2,000 

特別利益    

固定資産売却益 － 0 

海外事業撤退損失引当金戻入額 527 － 

特別利益合計 527 0 

特別損失    

固定資産除却損 10 4 

その他 1 － 

特別損失合計 12 4 

税金等調整前四半期純利益 2,822 1,995 

法人税、住民税及び事業税 419 272 

法人税等調整額 157 47 

法人税等合計 577 319 

四半期純利益 2,244 1,675 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） － △3 

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,244 1,679 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 

(自 2018年４月１日 
 至 2018年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 2019年４月１日 

 至 2019年12月31日) 

四半期純利益 2,244 1,675 

その他の包括利益    

為替換算調整勘定 △182 △159 

その他の包括利益合計 △182 △159 

四半期包括利益 2,062 1,516 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,062 1,520 

非支配株主に係る四半期包括利益 － △3 
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【注記事項】

（会計方針の変更）

国際財務報告基準を適用している子会社は、第１四半期連結会計期間より、国際財務報告基準第16号「リース」

（以下「IFRS第16号」という。）を適用しております。これにより、リースの借手は、原則としてすべてのリースを

貸借対照表に資産及び負債として計上することとしました。IFRS第16号の適用については、経過的な取扱いに従って

おります。 

なお、当該会計基準の適用が四半期連結財務諸表に及ぼす影響は軽微であります。 

 

（四半期連結貸借対照表関係）

１．保証債務

次の顧客について、金融機関からの借入等に対し保証を行っております。

 
 

前連結会計年度
（2019年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（2019年12月31日）

住宅ローン利用顧客 5,451百万円 415百万円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．売上高の季節的変動

前第３四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 

2019年４月１日 至 2019年12月31日）

不動産販売事業においては、顧客への引渡時に売上高を計上しておりますが、引渡時期につきましては、例

年、２～３月頃に集中することが多くなるため、第４四半期連結会計期間の売上高が他の四半期連結会計期間

と比べ高くなる傾向があります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 １．当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四

半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
 

前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

減価償却費 161百万円 126百万円
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発効日 配当の原資

2018年６月22日 
定時株主総会

普通株式 305 9 2018年３月31日 2018年６月25日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発効日 配当の原資

2019月６月21日 
定時株主総会

普通株式 372 11 2019年３月31日 2019年６月24日 利益剰余金

2019年11月７日 
取締役会

普通株式 169 5 2019年９月30日 2019年12月６日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

  レジデン 
シャル事業 

ソリュー 
ション事業 

宿泊事業 工事事業 海外事業 計 

売上高            

外部顧客への売上高 25,139 24,263 1,263 6,866 838 58,371 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 0 0 400 － 401 

計 25,139 24,264 1,263 7,266 838 58,772 

セグメント利益又はセグメント損失（△） 886 3,053 △465 18 26 3,518 

 

     

  調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

売上高    

外部顧客への売上高 － 58,371 

セグメント間の内部売上高又は振替高 △401 － 

計 △401 58,371 

セグメント利益又はセグメント損失（△） △1,103 2,415 

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△1,103百万円には、セグメント間取引消去３百万

円、各セグメントに配賦していない全社費用△1,107百万円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。 
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 2019年４月１日 至 2019年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        （単位：百万円） 

  報告セグメント 

  レジデン 
シャル事業 

ソリュー 
ション事業 

宿泊事業 工事事業 計 

売上高          

外部顧客への売上高 15,130 33,478 5,181 8,474 62,265 

セグメント間の内部売上高又は振替高 － 0 0 432 433 

計 15,130 33,479 5,181 8,906 62,698 

セグメント利益又はセグメント損失（△） △912 4,255 275 155 3,773 

 

     

  調整額 
（注）１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
（注）２ 

売上高    

外部顧客への売上高 － 62,265 

セグメント間の内部売上高又は振替高 △433 － 

計 △433 62,265 

セグメント利益又はセグメント損失（△） △1,412 2,361 

（注）１．調整額は以下のとおりであります。

セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△1,412百万円には、セグメント間取引消去△32百万

円、各セグメントに配賦していない全社費用△1,379百万円が含まれております。全社費用は、主に報告

セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。 

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項 

前第１四半期連結会計期間において、当社の連結子会社であるCosmos Australia Pty Ltdが所有するKBRV 

Resort Operations Pty Ltdの全株式を譲渡したことに伴い、ホテル・リゾート運営事業から撤退したことか

ら、第１四半期連結会計期間より「海外事業」セグメントを廃止しております。 

また、「ソリューション事業」に含まれていた「宿泊事業」が拡大したことにより、報告セグメントとして

記載する方法に変更しております。 

これにより、報告セグメントの区分を従来の「レジデンシャル事業」「ソリューション事業」「工事事業」

「海外事業」から、「レジデンシャル事業」「ソリューション事業」「宿泊事業」「工事事業」に変更してお

ります。 

なお、前第３四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の報告セグメントの区分に基づき作

成したものを開示しております。 
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 2019年４月１日
至 2019年12月31日）

１株当たり四半期純利益 66円21銭 49円61銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 2,244 1,679

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益（百万円） 2,244 1,679

普通株式の期中平均株式数（株） 33,906,702 33,853,395

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【その他】

2019年11月７日開催の取締役会において、次のとおり中間配当を行う事を決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・169百万円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・５円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・2019年12月６日

（注）2019年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行っております。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書 

 

2020年２月12日

 

株式会社コスモスイニシア 

  取 締 役 会 御 中   

 

  有限責任監査法人トーマツ 
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 
  公認会計士 岡 本 健 一 郎  印 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員 
  公認会計士 桂 雄 一 郎  印 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社コスモ

スイニシアの2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2019年10月１日から

2019年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年４月１日から2019年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビ

ューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社コスモスイニシア及び連結子会社の2019年12月31日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2020年２月13日

【会社名】 株式会社コスモスイニシア

【英訳名】 COSMOS INITIA Co.,Ltd.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 高木 嘉幸

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都港区芝五丁目34番６号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社コスモスイニシア西日本支社

（大阪市北区中崎西二丁目４番12号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長高木嘉幸は、当社の第51期第３四半期（自 2019年10月１日 至 2019年12月31日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。


